
平成31年度税制改正に関するアンケート　（有効回答総数：11,120)

大会宣言

Ⅰ．税・財政改革のあり方
１．財政健全化に向けて

•政府は、プライマリーバランス黒字化
目標の達成時期を2025年度に大幅延
期したが、2022年から団塊の世代が75
歳の後期高齢者に入り始めることなど
を考えれば、それまでに黒字化を達成
しておくことが極めて重要になる。

（１） 2019年10月の消費税率10％への
引き上げは、財政健全化と社会保障
の安定財源確保のために不可欠であ
る。税率引き上げによる悪影響を緩
和する等の経済環境整備は必要であ
るが、それがバラマキ政策とならな
いよう十分配慮すべきである。

（２） 政府は、2016年度から18年度の３
年間を集中改革期間と位置づけ、政
策経費の増加額を1.6兆円（社会保
障費1.5兆円、その他0.1兆円）程度
に抑制する目安を示し、達成した。
2019年度から21年度の基盤強化期
間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り
組む必要がある。

（３） 財政健全化は国家的課題であり、歳
出、歳入の一体的改革によって進め
ることが重要である。歳入では安易
に税の自然増収を前提とすることな
く、また歳出については、聖域を設け
ずに分野別の具体的な削減の方策と
工程表を明示し、着実に改革を実行
するよう求める。

（４） 消費税についてはこれまで主張して
きたとおり、税率10％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率
10％引き上げ時に軽減税率制度を
導入する予定としている。仮に軽減
税率制度を導入するのであれば、こ
れによる減収分について安定的な恒
久財源を確保するべきである。

（５） 国債の信認が揺らいだ場合、長期金
利の急上昇など金融資本市場に多大
な影響を与え、成長を阻害すること
が考えられる。政府・日銀には、市場
の動向を踏まえた細心の政策運営を
求めたい。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
•社会保障給付費は公費と保険料で構成

されている。適正な「負担」を確保する
とともに、「給付」を「重点化・効率化」
によって可能な限り抑制しないと持続
可能な社会保障制度は構築できない。

•社会保障の基本的あり方では、「自助」
「公助」「共助」の役割と範囲を改めて見
直すほか、公平性の視点も重要である。
その意味で、医療保険の窓口負担や介護
保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応
じた公平性を原則とする必要がある。

（１） 年金については、「マクロ経済スライ
ドの厳格対応」「支給開始年齢の引き
上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫
負担相当分の年金給付削減」等、抜本
的な施策を実施する。

（２） 医療については、成長分野と位置付
け、大胆な規制改革を行う必要があ
る。給付の急増を抑制するために診
療報酬（本体）体系を見直すととも
に、政府目標であるジェネリックの

て平成29年度に改組された中小
企業経営強化税制について、事業
年度末が迫った申請の認定に当
たっては弾力的に対処すること、
及び適用期限（平成31年３月31
日まで）を延長すること。

② 少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例については、損金
算入額の上限（合計300万円）を
撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
•我が国企業の大半を占める中小企業は、

地域経済の活性化や雇用の確保などに
大きく貢献している。その中小企業が相
続税の負担等によって事業が承継でき
なくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこ
とになる。今年度の税制改正では比較的
大きな見直しが行われたが、さらなる抜
本的な対応が必要と考える。

（１） 事業用資産を一般資産と切り離した
本格的な事業承継税制の創設
我が国の納税猶予制度は、欧州主要
国と比較すると限定的な措置にとど
まっており、欧州並みの本格的な事
業承継税制が必要である。とくに、事
業に資する相続については、事業従
事を条件として他の一般財産と切り
離し、非上場株式を含めて事業用資
産への課税を軽減あるいは免除する
制度の創設が求められる。

（２） 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
平成30年度税制改正では、中小企業
の代替わりを促進するため、10年間
の特例措置として同制度の拡充が行
われたことは評価できるが、事業承
継がより円滑に実施できるよう以下
の措置を求める。
① 猶予制度ではなく免除制度に改め

るとともに、平成29年以前の制度
適用者に対しても適用要件を緩和
するなど配慮すべきである。

② 国は円滑な事業承継が図られるよ
う、経営者に向けた制度周知に努
める必要がある。なお、特例制度を
適用するためには、５年以内に「特
例承継計画」を提出する必要があ
るが、この制度を踏まえてこれか
ら事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間
的な余裕がないこと等が懸念され
る。このため、計画書の提出期限に
ついて配慮すべきである。

Ⅲ．地方のあり方

•国と地方の役割分担を見直し、財政や行
政の効率化を図る地方分権化は地方の
活性化にとっても極めて重要である。た
だ、その際に不可欠なことは地方の自
立・自助の精神であることを改めて強
調しておきたい。地方創生戦略もこれを
基本理念とすべきである。

•「ふるさと納税制度」にみられる返礼品
競争のような手法は、あまりに安直で
あり真の地方活性化にはつながるま
い。そもそも住民税は居住自治体の会
費であり、他の自治体に納税すること
は地方税の原則にそぐわないとの指摘
もある。納税先を納税者の出身自治体
に限定するなど「ふるさと納税」本来の
趣旨に沿った見直しが必要である。

•地方交付税は国が地方の財源不足を保
障する機能を有していることから、地
方の財政規律を歪めているとの指摘が
多い。地方には国に頼るだけでなく、自
らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必
要がある。

（１） 地方創生では、さらなる税制上の施
策による本社機能移転の促進、地元
の特性に根差した技術の活用、地元
大学との連携などによる技術集積づ
くりや人材育成等、実効性のある改
革を大胆に行う必要がある。また、中
小企業の事業承継の問題は地方創生
戦略との関係からも重要であり、集
中的に取り組む必要がある。

（２） 広域行政による効率化の観点から道
州制の導入について検討すべきであ
る。基礎自治体（人口30万人程度）の
拡充を図るため、さらなる市町村合
併を推進し、合併メリットを追求す
る必要がある。

（３） 国に比べて身近で小規模な事業が多
い地方の行財政改革には､「事業仕分
け」のような民間のチェック機能を
活かした手法が有効であり、各自治
体で広く導入すべきである。

（４） 地方公務員給与は近年、国家公務員
給与と比べたラスパイレス指数（全
国平均ベース）が改善せずに高止ま
りしており、適正な水準に是正する
必要がある。そのためには国家公務
員に準拠するだけでなく、地域の民
間企業の実態に準拠した給与体系に
見直すことが重要である。

（５） 地方議会は、議会のあり方を見直し、
大胆にスリム化するとともに、より
納税者の視点に立って行政に対する

普及率80％以上も早期に達成する。
（３） 介護保険については、制度の持続性

を高めるために真に介護が必要な者
とそうでない者とにメリハリをつ
け、給付及び負担のあり方を見直す。

（４） 生活保護については、給付水準のあ
り方などを見直すとともに、不正受
給の防止などさらなる厳格な運用が
不可欠である。

（５） 少子化対策では、現金給付より保育
所や学童保育等を整備するなどの現
物給付に重点を置くべきである。そ
の際、企業も積極的に子育て支援に
関与できるよう、企業主導型保育事
業のさらなる活用に向けて検討す
る。なお、子ども・子育て支援等の取
り組みを着実に推進するためには安
定財源を確保する必要がある。

（６） 企業への過度な保険料負担を抑え、
経済成長を阻害しないような社会保
障制度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底
•行政改革を徹底するに当たっては、地方

を含めた政府・議会が「まず隗より始め
よ」の精神に基づき自ら身を削らなけれ
ばならない。にもかかわらず、政府・議会
ともに国民の信頼を裏切るような事態に
陥っているのは残念でならない。

（１） 国・地方における議員定数の大胆な
削減､歳費の抑制。

（２） 厳しい財政状況を踏まえ、国・地方
公務員の人員削減と、能力を重視し
た賃金体系による人件費の抑制。

（３） 特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４） 積極的な民間活力導入を行い成長に

つなげる。
４．消費税引き上げに伴う対応措置

•消費税率10％への引き上げと同時に軽
減税率が導入されることになっている
が、これは事業者の事務負担が大きい
うえ、税制の簡素化、税務執行コストお
よび税収確保などの観点から問題が多
く、税率10％程度までは単一税率が望
ましいことを改めて表明したい。

（１） 現在施行されている「消費税転嫁対
策特別措置法」の効果等を検証し、中
小企業が適正に価格転嫁できるよ
う、さらに実効性の高い対策をとる
べきである。なお、消費税率引き上げ
による駆け込み需要と反動減による
景気変動を抑制するための方策とし
て、「消費税還元セール」等の表示を
可能とすることが政府で検討されて
いる。これは消費税の適正な転嫁に

関わるだけでなく、中小企業に対し
て本体価格の引き下げを要求されか
ねない等、影響も大きいことから慎
重な検討を求める。

（２） 消費税の滞納防止は税率の引き上げ
に伴ってより重要な課題となる。消
費税の制度、執行面においてさらな
る対策を講じる必要がある。

（３） 軽減税率制度を導入するのであれ
ば、国は国民や事業者に対して制度
の周知を行い、混乱が生じないよう
努める必要がある。また、システム改
修や従業員教育など、事務負担が増
大する中小企業に対して特段の配慮
が求められる。

５．マイナンバー制度について　
６．今後の税制改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
１．法人実効税率について

•ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は
25％、アジア主要10カ国の平均は22％
となっており、依然として我が国の税率
水準は高い。このため、国際競争力強化な
どの観点から、今般の法人実効税率引き
下げの効果等を見極めつつ、さらなる引
き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
（１） 中小法人に適用される軽減税率の特

例15％を時限措置（平成31年３月
31日まで）ではなく、本則化する。な
お、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、
昭和56年以来、800万円以下に据え
置かれている軽減税率の適用所得金
額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

（２） 租税特別措置については、公平性・
簡素化の観点から、政策目的を達し
たものや適用件数の少ないものは廃
止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、以下のと
おり制度を拡充し、本則化すべきで
ある。なお、中小企業投資促進税制の
適用期限が平成31年３月31日まで
となっていることから、直ちに本則
化することが困難な場合は、適用期
限を延長する。
① 中小企業投資促進税制について

は、対象設備を拡充したうえ、「中
古設備」を含める。なお、中小企業
投資促進税制の上乗せ措置とし
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チェック機能を果たすべきである。
また、高すぎる議員報酬の一層の削
減と政務活動費の適正化を求める。
行政委員会委員の報酬についても日
当制を広く導入するなど見直すべき
である。

Ⅳ．震災復興
•東日本大震災からの復興に向けて復興

期間の後期である「復興・創生期間（平
成28年度～32年度）」も3年目に入って
いるが、被災地の復興、産業の再生はい
まだ道半ばである。今後の復興事業に
当たってはこれまでの効果を十分に検
証し、予算を適正かつ迅速に執行する

とともに、原発事故への対応を含めて
引き続き、適切な支援を行う必要があ
る。また、被災地における企業の定着、
雇用確保を図る観点などから、実効性
のある措置を講じるよう求める。

•熊本地震についても、東日本大震災の対
応などを踏まえ、適切な支援と実効性の
ある措置を講じ、被災地の確実な復旧・
復興の実現等に向けて早急に取り組ま
ねばならない。

Ⅴ．その他
１．納税環境の整備
２．租税教育の充実

Q１　我が国の法人実効税率は、「課税ベースを拡大
しつつ税率を引き下げる」という考えの下、29.74％ま

で引き下げられましたが、今後の日本の法人実効税率

のあり方についてどう考えますか。

Q３　平成30年度税制改正では、10年間の特例措置

として、贈与税・相続税の納税猶予制度の抜本的な拡
充が行われました。今般の改正を踏まえて、事業承継に
ついてどう考えますか。

Q２　あなたの会社の事業承継の時期（予定を含む）

についてお答えください。
Q４　2019年10月より消費税の軽減税率制度が実

施される予定となっています。軽減税率が導入された
場合、あなたの会社で特に懸念される点を選んで（２つ
以内）下さい。

Ａ.課税ベースを拡
大し、法人実効税
率をさらに引き
下げる
39.2%

Ａ.円滑な事業承継
が期待できる
33.5％

Ｂ.納税猶予制度を利
用した事業承継は
難しい
24.4％

Ｂ.課税ベースを拡
大することなく、
法人実効税率を
さらに引き下げ
る
36.0％

Ｃ.わからない
33.5％

Ａ.５年以内
23.4％

Ｂ.６～ 10年以内
26.4％Ｃ.10年以上先

18.2％

Ｄ. 事業を承継  
     しない

 7.6％

Ｅ. その他
  24.4％

Ｄ. その他
  8.6％

Ｃ.課税ベースを拡大す
るのであれば 、 法人
実効税率のさらなる
引き下げは必要ない
12.6％

Ｄ. その他  12.2％

　平成30年11月28日（水）、梅元税制委員長は、熊本

市市議会を訪問し、くつき信哉市議会議長に平成31

年度税制改正に関する提言書を手渡し、口頭でも税に

関する要望説明を行いました。また、同日、木原稔衆議

院議員、野田毅衆議院議員、

江田康幸衆議院議員の各事

務所にも提言書を持参し要

望を伝えました。また、11月

30日（金）、全国町村会長で

ある嘉島町の荒木町長にも

提言書を手渡しました。

　われわれ法人会は、「税のオピニオンリー
ダーたる経営者の団体」として、「税制改正に
関する提言」や租税教育、企業の税務コンプラ
イアンス向上に資する取組など、税を中心と
する活動を積極的に展開しながら、広く社会
へ貢献していくこととしている。
　現在、わが国経済は、好調な企業業績などを
背景に緩やかな拡大基調を続けているが、自
律的で力強い好循環に入ったとは言い難い。
一方、国際経済面では、アメリカの保護主義的
政策が各国との経済摩擦に発展しており、わ
が国にとっても看過できないリスクとなって
いる。
　財政健全化は国家的課題である。消費税率
引き上げの再延期に伴い、プライマリーバラ
ンス黒字化目標の達成時期が大幅に延期され
たが、持続可能な社会保障制度と財政健全化
の両立を目指した「社会保障と税の一体改革」

の理念に立ち帰り、歳出・歳入の一体改革を
着実に実行することが極めて重要である。
　中小企業は、地域経済の活性化や雇用の確
保に大きく貢献しており、わが国経済の礎で
ある。グローバル経済や厳しい環境変化に対
応し、中小企業の力強い成長を促す税制の確
立が不可欠である。
　
　われわれ法人会は、「中小企業の活性化に資
する税制」、「本格的な事業承継税制の創設」等
を中心とする「平成31年度税制改正に関する提
言」の実現を強く求めるものである。
　創設以来、納税意識の向上に努めてきた法
人会は、ここ鳥取の地で全国の会員企業の総
意として、以上宣言する。

要望活動の実施

平成30年10月11日
全国法人会総連合全国大会

くつき議長に提案書を手渡す梅元税制委員長

江田康幸事務所野田毅事務所木原稔事務所

白石税務部長
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荒木嘉島町長に提言書を手渡す梅元委員長



平成31年度税制改正に関するアンケート　（有効回答総数：11,120)

大会宣言

Ⅰ．税・財政改革のあり方
１．財政健全化に向けて

•政府は、プライマリーバランス黒字化
目標の達成時期を2025年度に大幅延
期したが、2022年から団塊の世代が75
歳の後期高齢者に入り始めることなど
を考えれば、それまでに黒字化を達成
しておくことが極めて重要になる。

（１） 2019年10月の消費税率10％への
引き上げは、財政健全化と社会保障
の安定財源確保のために不可欠であ
る。税率引き上げによる悪影響を緩
和する等の経済環境整備は必要であ
るが、それがバラマキ政策とならな
いよう十分配慮すべきである。

（２） 政府は、2016年度から18年度の３
年間を集中改革期間と位置づけ、政
策経費の増加額を1.6兆円（社会保
障費1.5兆円、その他0.1兆円）程度
に抑制する目安を示し、達成した。
2019年度から21年度の基盤強化期
間についても、社会保障費の増加額
を抑制する目安を示し、改革に取り
組む必要がある。

（３） 財政健全化は国家的課題であり、歳
出、歳入の一体的改革によって進め
ることが重要である。歳入では安易
に税の自然増収を前提とすることな
く、また歳出については、聖域を設け
ずに分野別の具体的な削減の方策と
工程表を明示し、着実に改革を実行
するよう求める。

（４） 消費税についてはこれまで主張して
きたとおり、税率10％程度までは単

一税率が望ましいが、政府は税率
10％引き上げ時に軽減税率制度を
導入する予定としている。仮に軽減
税率制度を導入するのであれば、こ
れによる減収分について安定的な恒
久財源を確保するべきである。

（５） 国債の信認が揺らいだ場合、長期金
利の急上昇など金融資本市場に多大
な影響を与え、成長を阻害すること
が考えられる。政府・日銀には、市場
の動向を踏まえた細心の政策運営を
求めたい。

２．社会保障制度に対する基本的考え方
•社会保障給付費は公費と保険料で構成

されている。適正な「負担」を確保する
とともに、「給付」を「重点化・効率化」
によって可能な限り抑制しないと持続
可能な社会保障制度は構築できない。

•社会保障の基本的あり方では、「自助」
「公助」「共助」の役割と範囲を改めて見
直すほか、公平性の視点も重要である。
その意味で、医療保険の窓口負担や介護
保険の利用者負担などの本人負担につ
いては、高齢者においても負担能力に応
じた公平性を原則とする必要がある。

（１） 年金については、「マクロ経済スライ
ドの厳格対応」「支給開始年齢の引き
上げ」「高所得高齢者の基礎年金国庫
負担相当分の年金給付削減」等、抜本
的な施策を実施する。

（２） 医療については、成長分野と位置付
け、大胆な規制改革を行う必要があ
る。給付の急増を抑制するために診
療報酬（本体）体系を見直すととも
に、政府目標であるジェネリックの

て平成29年度に改組された中小
企業経営強化税制について、事業
年度末が迫った申請の認定に当
たっては弾力的に対処すること、
及び適用期限（平成31年３月31
日まで）を延長すること。

② 少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例については、損金
算入額の上限（合計300万円）を
撤廃する。

３．事業承継税制の拡充
•我が国企業の大半を占める中小企業は、

地域経済の活性化や雇用の確保などに
大きく貢献している。その中小企業が相
続税の負担等によって事業が承継でき
なくなれば、経済社会の根幹が揺らぐこ
とになる。今年度の税制改正では比較的
大きな見直しが行われたが、さらなる抜
本的な対応が必要と考える。

（１） 事業用資産を一般資産と切り離した
本格的な事業承継税制の創設
我が国の納税猶予制度は、欧州主要
国と比較すると限定的な措置にとど
まっており、欧州並みの本格的な事
業承継税制が必要である。とくに、事
業に資する相続については、事業従
事を条件として他の一般財産と切り
離し、非上場株式を含めて事業用資
産への課税を軽減あるいは免除する
制度の創設が求められる。

（２） 相続税、贈与税の納税猶予制度の充実
平成30年度税制改正では、中小企業
の代替わりを促進するため、10年間
の特例措置として同制度の拡充が行
われたことは評価できるが、事業承
継がより円滑に実施できるよう以下
の措置を求める。
① 猶予制度ではなく免除制度に改め

るとともに、平成29年以前の制度
適用者に対しても適用要件を緩和
するなど配慮すべきである。

② 国は円滑な事業承継が図られるよ
う、経営者に向けた制度周知に努
める必要がある。なお、特例制度を
適用するためには、５年以内に「特
例承継計画」を提出する必要があ
るが、この制度を踏まえてこれか
ら事業承継の検討（後継者の選任
等）を始める企業にとっては時間
的な余裕がないこと等が懸念され
る。このため、計画書の提出期限に
ついて配慮すべきである。

Ⅲ．地方のあり方

•国と地方の役割分担を見直し、財政や行
政の効率化を図る地方分権化は地方の
活性化にとっても極めて重要である。た
だ、その際に不可欠なことは地方の自
立・自助の精神であることを改めて強
調しておきたい。地方創生戦略もこれを
基本理念とすべきである。

•「ふるさと納税制度」にみられる返礼品
競争のような手法は、あまりに安直で
あり真の地方活性化にはつながるま
い。そもそも住民税は居住自治体の会
費であり、他の自治体に納税すること
は地方税の原則にそぐわないとの指摘
もある。納税先を納税者の出身自治体
に限定するなど「ふるさと納税」本来の
趣旨に沿った見直しが必要である。

•地方交付税は国が地方の財源不足を保
障する機能を有していることから、地
方の財政規律を歪めているとの指摘が
多い。地方には国に頼るだけでなく、自
らの責任で必要な安定財源の確保や行
政改革を企画・立案し実行していく必
要がある。

（１） 地方創生では、さらなる税制上の施
策による本社機能移転の促進、地元
の特性に根差した技術の活用、地元
大学との連携などによる技術集積づ
くりや人材育成等、実効性のある改
革を大胆に行う必要がある。また、中
小企業の事業承継の問題は地方創生
戦略との関係からも重要であり、集
中的に取り組む必要がある。

（２） 広域行政による効率化の観点から道
州制の導入について検討すべきであ
る。基礎自治体（人口30万人程度）の
拡充を図るため、さらなる市町村合
併を推進し、合併メリットを追求す
る必要がある。

（３） 国に比べて身近で小規模な事業が多
い地方の行財政改革には､「事業仕分
け」のような民間のチェック機能を
活かした手法が有効であり、各自治
体で広く導入すべきである。

（４） 地方公務員給与は近年、国家公務員
給与と比べたラスパイレス指数（全
国平均ベース）が改善せずに高止ま
りしており、適正な水準に是正する
必要がある。そのためには国家公務
員に準拠するだけでなく、地域の民
間企業の実態に準拠した給与体系に
見直すことが重要である。

（５） 地方議会は、議会のあり方を見直し、
大胆にスリム化するとともに、より
納税者の視点に立って行政に対する

普及率80％以上も早期に達成する。
（３） 介護保険については、制度の持続性

を高めるために真に介護が必要な者
とそうでない者とにメリハリをつ
け、給付及び負担のあり方を見直す。

（４） 生活保護については、給付水準のあ
り方などを見直すとともに、不正受
給の防止などさらなる厳格な運用が
不可欠である。

（５） 少子化対策では、現金給付より保育
所や学童保育等を整備するなどの現
物給付に重点を置くべきである。そ
の際、企業も積極的に子育て支援に
関与できるよう、企業主導型保育事
業のさらなる活用に向けて検討す
る。なお、子ども・子育て支援等の取
り組みを着実に推進するためには安
定財源を確保する必要がある。

（６） 企業への過度な保険料負担を抑え、
経済成長を阻害しないような社会保
障制度の確立が求められる。

３．行政改革の徹底
•行政改革を徹底するに当たっては、地方

を含めた政府・議会が「まず隗より始め
よ」の精神に基づき自ら身を削らなけれ
ばならない。にもかかわらず、政府・議会
ともに国民の信頼を裏切るような事態に
陥っているのは残念でならない。

（１） 国・地方における議員定数の大胆な
削減､歳費の抑制。

（２） 厳しい財政状況を踏まえ、国・地方
公務員の人員削減と、能力を重視し
た賃金体系による人件費の抑制。

（３） 特別会計と独立行政法人の無駄の削減。
（４） 積極的な民間活力導入を行い成長に

つなげる。
４．消費税引き上げに伴う対応措置

•消費税率10％への引き上げと同時に軽
減税率が導入されることになっている
が、これは事業者の事務負担が大きい
うえ、税制の簡素化、税務執行コストお
よび税収確保などの観点から問題が多
く、税率10％程度までは単一税率が望
ましいことを改めて表明したい。

（１） 現在施行されている「消費税転嫁対
策特別措置法」の効果等を検証し、中
小企業が適正に価格転嫁できるよ
う、さらに実効性の高い対策をとる
べきである。なお、消費税率引き上げ
による駆け込み需要と反動減による
景気変動を抑制するための方策とし
て、「消費税還元セール」等の表示を
可能とすることが政府で検討されて
いる。これは消費税の適正な転嫁に

関わるだけでなく、中小企業に対し
て本体価格の引き下げを要求されか
ねない等、影響も大きいことから慎
重な検討を求める。

（２） 消費税の滞納防止は税率の引き上げ
に伴ってより重要な課題となる。消
費税の制度、執行面においてさらな
る対策を講じる必要がある。

（３） 軽減税率制度を導入するのであれ
ば、国は国民や事業者に対して制度
の周知を行い、混乱が生じないよう
努める必要がある。また、システム改
修や従業員教育など、事務負担が増
大する中小企業に対して特段の配慮
が求められる。

５．マイナンバー制度について　
６．今後の税制改革のあり方

Ⅱ．経済活性化と中小企業対策
１．法人実効税率について

•ＯＥＣＤ加盟国の法人実効税率平均は
25％、アジア主要10カ国の平均は22％
となっており、依然として我が国の税率
水準は高い。このため、国際競争力強化な
どの観点から、今般の法人実効税率引き
下げの効果等を見極めつつ、さらなる引
き下げも視野に入れる必要がある。

２．中小企業の活性化に資する税制措置
（１） 中小法人に適用される軽減税率の特

例15％を時限措置（平成31年３月
31日まで）ではなく、本則化する。な
お、直ちに本則化することが困難な
場合は、適用期限を延長する。また、
昭和56年以来、800万円以下に据え
置かれている軽減税率の適用所得金
額を、少なくとも1,600万円程度に
引き上げる。

（２） 租税特別措置については、公平性・
簡素化の観点から、政策目的を達し
たものや適用件数の少ないものは廃
止を含めて整理合理化を行う必要は
あるが、中小企業の技術革新など経
済活性化に資する措置は、以下のと
おり制度を拡充し、本則化すべきで
ある。なお、中小企業投資促進税制の
適用期限が平成31年３月31日まで
となっていることから、直ちに本則
化することが困難な場合は、適用期
限を延長する。
① 中小企業投資促進税制について

は、対象設備を拡充したうえ、「中
古設備」を含める。なお、中小企業
投資促進税制の上乗せ措置とし
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チェック機能を果たすべきである。
また、高すぎる議員報酬の一層の削
減と政務活動費の適正化を求める。
行政委員会委員の報酬についても日
当制を広く導入するなど見直すべき
である。

Ⅳ．震災復興
•東日本大震災からの復興に向けて復興

期間の後期である「復興・創生期間（平
成28年度～32年度）」も3年目に入って
いるが、被災地の復興、産業の再生はい
まだ道半ばである。今後の復興事業に
当たってはこれまでの効果を十分に検
証し、予算を適正かつ迅速に執行する

とともに、原発事故への対応を含めて
引き続き、適切な支援を行う必要があ
る。また、被災地における企業の定着、
雇用確保を図る観点などから、実効性
のある措置を講じるよう求める。

•熊本地震についても、東日本大震災の対
応などを踏まえ、適切な支援と実効性の
ある措置を講じ、被災地の確実な復旧・
復興の実現等に向けて早急に取り組ま
ねばならない。

Ⅴ．その他
１．納税環境の整備
２．租税教育の充実

Q１　我が国の法人実効税率は、「課税ベースを拡大
しつつ税率を引き下げる」という考えの下、29.74％ま

で引き下げられましたが、今後の日本の法人実効税率

のあり方についてどう考えますか。

Q３　平成30年度税制改正では、10年間の特例措置

として、贈与税・相続税の納税猶予制度の抜本的な拡
充が行われました。今般の改正を踏まえて、事業承継に
ついてどう考えますか。

Q２　あなたの会社の事業承継の時期（予定を含む）

についてお答えください。
Q４　2019年10月より消費税の軽減税率制度が実

施される予定となっています。軽減税率が導入された
場合、あなたの会社で特に懸念される点を選んで（２つ
以内）下さい。

Ａ.課税ベースを拡
大し、法人実効税
率をさらに引き
下げる
39.2%

Ａ.円滑な事業承継
が期待できる
33.5％

Ｂ.納税猶予制度を利
用した事業承継は
難しい
24.4％

Ｂ.課税ベースを拡
大することなく、
法人実効税率を
さらに引き下げ
る
36.0％

Ｃ.わからない
33.5％

Ａ.５年以内
23.4％

Ｂ.６～ 10年以内
26.4％Ｃ.10年以上先

18.2％

Ｄ. 事業を承継  
     しない

 7.6％

Ｅ. その他
  24.4％

Ｄ. その他
  8.6％

Ｃ.課税ベースを拡大す
るのであれば 、 法人
実効税率のさらなる
引き下げは必要ない
12.6％

Ｄ. その他  12.2％

　平成30年11月28日（水）、梅元税制委員長は、熊本

市市議会を訪問し、くつき信哉市議会議長に平成31

年度税制改正に関する提言書を手渡し、口頭でも税に

関する要望説明を行いました。また、同日、木原稔衆議

院議員、野田毅衆議院議員、

江田康幸衆議院議員の各事

務所にも提言書を持参し要

望を伝えました。また、11月

30日（金）、全国町村会長で

ある嘉島町の荒木町長にも

提言書を手渡しました。

　われわれ法人会は、「税のオピニオンリー
ダーたる経営者の団体」として、「税制改正に
関する提言」や租税教育、企業の税務コンプラ
イアンス向上に資する取組など、税を中心と
する活動を積極的に展開しながら、広く社会
へ貢献していくこととしている。
　現在、わが国経済は、好調な企業業績などを
背景に緩やかな拡大基調を続けているが、自
律的で力強い好循環に入ったとは言い難い。
一方、国際経済面では、アメリカの保護主義的
政策が各国との経済摩擦に発展しており、わ
が国にとっても看過できないリスクとなって
いる。
　財政健全化は国家的課題である。消費税率
引き上げの再延期に伴い、プライマリーバラ
ンス黒字化目標の達成時期が大幅に延期され
たが、持続可能な社会保障制度と財政健全化
の両立を目指した「社会保障と税の一体改革」

の理念に立ち帰り、歳出・歳入の一体改革を
着実に実行することが極めて重要である。
　中小企業は、地域経済の活性化や雇用の確
保に大きく貢献しており、わが国経済の礎で
ある。グローバル経済や厳しい環境変化に対
応し、中小企業の力強い成長を促す税制の確
立が不可欠である。
　
　われわれ法人会は、「中小企業の活性化に資
する税制」、「本格的な事業承継税制の創設」等
を中心とする「平成31年度税制改正に関する提
言」の実現を強く求めるものである。
　創設以来、納税意識の向上に努めてきた法
人会は、ここ鳥取の地で全国の会員企業の総
意として、以上宣言する。

要望活動の実施

平成30年10月11日
全国法人会総連合全国大会

くつき議長に提案書を手渡す梅元税制委員長

江田康幸事務所野田毅事務所木原稔事務所

白石税務部長
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本部だより

税を巡る諸環境の整備改善を図るための事業税を巡る諸環境の整備改善を図るための事業

流団まつり　　小学生の税金クイズ大会と税に関するアニメ上映会
　　　　　　　及び税の無料相談会開催

新設法人説明会の開催

開 催 日 平成30年9月22日 (土)
開催場所 熊本市流通情報会館　バザール会場
参 加 者 67名 

　熊本市流通情報会館で開催される「あきんど！流団まつり」において、小学生を対象
とした税金クイズ大会を開催しました。開催前から行列ができ、子ども達の関心を惹く
ステージイベントとなりました。女性部会の別當税制副委員長のテンポよい出題と熊
本西税務署の大寺税務広報広聴官の分かり易い回
答と解説で、第1ステージの「○×」形式の問題で勝
ち抜いた10名の子ども達は、第2ステージで「三
択」形式の問題で優勝を目指して競いました。
　22日～23日は、子ども向け税に関するアニメ上
映会を開催し、昨年を上回る126名の参加があり
ました。また、税の無料相談会を開催し、不動産譲渡
税や相続･贈与に関する税相談が25件ありました。

　平成 29 年 4 月～平成 30 年 7 月に起業された法人を対象に、法人
税･源泉所得税･消費税など企業運営に関する税の説明会を開催しまし
た。熊本西･熊本東税務署の共催による開催で、税務当局主導で開催案
内を郵送して参加を呼び掛けました。また、組織委員の皆さんも参加し、会員勧誘に努められました。熊本西税務署の法
人担当の審理専門官を講師に招き、全法連製作の「経営に差がつく、知って得する『税』のお話」等の DVD 視聴後、新
設法人ための「会社の税金ガイドブック」をテキストに用いて 2 時間の説明会を実施しました。

開 催 日 平成30年12月7日（金）
時　　間 14時00分～ 16時00分
開催場所 くまもと県民交流館パレア　パレアホール
申 込 数 136社167名

受 彰 名 熊本西税務署長納税表彰
受 彰 日 平成30年11月12日 (月)
会　　場 熊本西税務署
受 彰 者 吉本　典子（理事）

受 彰 名 熊本東税務署長納税表彰
受 彰 日 平成30年11月13日（火）
会　　場 熊本東税務署
受 彰 者 島村　美千代（副会長）

平成30年度　熊本西･熊本東税務署長納税表彰式
開 催 日 平成30年10月20日 (土)
時　　間 9時00分～ 12時00分
開催場所 熊本県立総合体育館
参 加 者 106名（保護者除く）

第16回　小･中学生の税金クイズ大会･ バスケットボール教室
　熊本西地区税務関係団体長連絡協議会（当会は、協議会の会長）主催で、小
･中学生を対象に「税金クイズ大会･バスケットボール教室」を開催しました。
前半90分は小学生、後半90分は中学生に分けて実施しました。クイズ問題
は、「3択問題」を採用し、勝抜き戦でクイズを進め、回答に際しては、熊本西
税務署の職員による解説付きとしました。子ども達は、クイズで税の大切を
学んだ後は、熊本ヴォルターズのコーチの指導を熱心に受けていました。

税金クイズ大会

税の無料相談会 税に関するアニメ上映会

　多年にわたって申告納税制度の発展と納税道
義に貢献された方々に対して感謝の意を表す式
典として、本年度も熊本西･熊本東税務署長納
税表彰式が行われました。当会からは、吉本典
子理事と島村美千代副会長が受彰されました。
また、熊本国税局長納税表彰受彰者として、吉
弘桂子理事と髙野潔会員（税理士）が受彰され
ています。吉本理事 島村副会長

新設法人説明会
田中審理専門官
による解説

第31回　小･中学生の税の作品表彰式（熊本西税務署管内）

　表彰された優秀作品は、「税を考える週間」の期間中に、上通りアーケード街に展示されました。

開 催 日 平成30年11月14日 (水)
場　　所 くまもと県民交流館パレア　パレアホール
参 加 者 90名 (受賞者　44名、教師･保護者　46名)
主　　催 熊本西地区税務関係団体長連絡協議会
後　　援 熊本西税務署、熊本県県央広域本部、熊本市、熊本市教育委員会　他
応募総数 4,784点 (習字3,863点、標語204点、ポスター 100点、作文617点) 

出田副会長の挨拶 熊本法人会賞の授与 受賞した小・中学生の皆さん

平成30年度　中学生の税の作品表彰式（熊本東税務署管内）

　表彰された優秀作品は、「税を考える週間」の期間中に、イオンモール熊本内に展示されました。

開 催 日 平成30年11月13日 (火)
場　　所 熊本東税務署
参 加 者 71名 (受賞者　41名、教師･保護者　30名)
主　　催 熊本東地区税務関係団体長連絡協議会
後　　援 熊本東税務署、熊本県県央広域本部、熊本市、熊本市教育委員会　他
応募総数 3,189点 (習字1,263点、標語1,448点、ポスター 46点、作文432点) 

大堂副会長の挨拶 熊本法人会賞の授与 受賞者の作文朗読

小学生を対象とした税金クイズ大会 バスケットボール教室中学生を対象とした税金クイズ大会
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平成30年度　特別講演会開催

第26回熊本県スポーツチャンバラ選手権大会･税金クイズ大会

開 催 日 平成30年10月19日 (金)
時　　間 14時00分～ 15時30分
場　　所 くまもと県民交流館パレア　パレアホール
参 加 者 303名

　睡眠コンサルタントの友野なお氏を講師に招き「健康寿命を伸ばす
正しい眠り方」というテーマで講演会を開催しました。例えば、80歳の
方は、これまでの睡眠の合計時間は約25年と言われています。充分な睡眠があって、健全な社会生活を過ごすことができま
す。睡眠習慣を改善するには、自分の眠りを客観的に、かつ視覚的に把握することが大切です。その1つとして、睡眠をレコー
ディングする「睡眠日誌」を活用することも睡眠負債の解消に繋がると説かれました。

　農林漁業が盛んな河内支部では、気象予報士 防災ＷＥＳＴ 西村博文氏を
講師に迎え『農林漁業に関する気象と身近な自然災害』と題して講演会を開
催しました。近年、自然災害が多発している中、とても興味深い内容で、防
災の知識を深めることができました。
　また、対象者を会員企業に限定せず、未加入企業にも案内をし、法人会の
ＰＲと加入推進、地域交流を図りました。

　熊本県内から26名の選手が参加しました。選手層は、
①幼年、②小学1 ～ 2年生、③小学3 ～ 4年生、④小学5 ～
6年生、⑤中学生、⑥高校生、⑦大学生、⑧一般と幅広く、競
技種類は、基本動作、小太刀、長剣、異種の4種類があり、競
技種目は、個人戦、団体戦で試合が進められました。
　平成28年度より、試合開始前に税金クイズ大会を実施
し、子ども達は、税を考え、税の大切さを学びました。

開 催 日 平成30年11月 11日 (日)
時　　間 9時30分～ 17時00分
場　　所 託麻スポーツセンター
参 加 者 41名 (選手　26名、保護者　15名)

第13回
開 催 日 平成30年7月28日 (土)
時　　間 9時30分～ 11時30分 
開催場所 城山公園運動施設
応募者数 235名 (保護者除く)
後　　援 熊本市教育委員会　他

第14回
開 催 日 平成30年11月17日 (土)
時　　間 9時30分～ 11時30分 
開催場所 県民総合運動公園　補助競技場
応募者数 203名 (保護者除く)
後　　援 熊本市教育委員会　他

第13回及び第14回　ロアッソサッカー教室･税金クイズ大会

　熊本県内の就学前児童･小学生を対象に、ロアッソサッカー教室と税金クイズ大会を開催しました。税金クイズで頭を
使った後は、①親子サッカー、②小学生1～2年生、③小学生3～4年生、④小学生5～6年生の4つのクラスに分けて、ロアッ
ソ熊本のインストラクターからサッカーの基礎を学びました。子ども達は、公園の運動場いっぱいを使って、元気よくボー
ルを追いかけていました。

第13回　ロアッソサッカー教室 第14回　ロアッソサッカー教室

税金クイズ大会

スポーツチャンバラ選手権大会

友野なお氏
特別講演会

支部だより
河内支部「経営講演会」を開催

　上益城地区５支部（嘉島町、益城町、御船町、甲佐町、山都町）合同にて、（株）
経営合理化研究所　福田税理士事務所　所長福田春二氏を講師に迎え『企業
を成長させるためには、内部統制及び経理能力の水準を向上させる』をテー
マに研修会（自主点検チェックシートの活用を含む）を開催しました。
　文書管理、現預金・小切手・手形管理、未収金、棚卸資産管理など社内の
見直しを再認識・再チェックすることができました。
　また、研修会の後、懇親会を行い会員間の親睦を深めました。

上益城地区「合同研修会」を開催

地域の経済社会環境の整備改善等を図る事業
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第 15号 2019年1月1日熊　本　法　人　会（26） 第 15号 2019年1月1日熊　本　法　人　会 （27）

青年部会だより 女性部会だより

夏休み移動教室「税ってなんだ？」
　開催日： 平成30年7月24日(火)
　場　所： 熊本県庁周辺の公共施設及び熊本テルサ

　県下から小学 4 ～ 6 年生 49 名が参加し、
県の防災センターと上下水道局を見学しま
した。楽しみにしていた起震車は故障によ
り乗車できず残念でしたが、薬物乱用防止
広報車や県警本部からの防犯対策講話、盛
りだくさんの内容で税について学びました。

県法連青連協『青年の集いin熊本』
開催日： 平成30年9月7日(金)　「青年の集い」 
場　所： 熊本ホテルキャッスル
開催日： 平成30年9月8日(土)　「チャリティゴルフ」 
場　所： 高遊原カントリー倶楽部

　「One for all,All for one.～一人はみんなのために、
みんなは一人のために～」をテーマに、当青年部会主
管で開催しました。租税教育プレゼンテーションをは
じめ、村上美香氏をコーディネーターに迎えてパネルディスカッションを行いました。
　2日目は、親睦を深めるチャリティゴルフを開催しました。

社会貢献活動　清掃活動実施
　開催日： 平成30年10月24日(水)
　場　所： 上通り、下通り界隈

　本年度も、恒例となった清掃
活動を繁華街（下通り・上通り
界隈）で実施しました。地域の環
境美化の推進を通じて、青年部
会の活動を広くＰＲできる機会
として、これからも継続します。

県庁ライトアップコンサート
　開催日： 平成30年11月17日(土)
　場　所： 県庁プロムナード

　ライトアップされた銀杏並木
の幻想的な雰囲気の中で、4組の
アーティストによるコンサート
を開催しました。落葉した銀杏の
黄色い絨毯の上で、音楽に楽しん
でいただきました。

スカーフの巻き方教室＆レクレーションダンス
開催日：平成30年７月23日(月)
　第1部で「スカーフの巻き方教室」、第2部で「レクレーションダンス」
に挑戦しました。
　第1部のスカーフの巻き方教室は、会員の藪田真弓さんを講師に数種
類の巻き方を教えていただきました。ひとりひとり写真を撮り、いつも
の自分と違った姿に、女性部会の皆さんは自身に見惚れていました。
　第2部のレクレーションダンスは、昨年に引き続き松本恵子先生に教
えていただきました。ストレッチから始まり、体が少しずつほぐれ、軽
くなると、皆さん笑顔でダンスを楽しんでいました。改めて、自分の美
と健康を考える一日となりました。

講演会「老いを活かす ～最近の介護事情～」

九州電力玄海原子力発電所見学
開催日：平成30年10月4日(木)
　佐賀県東松浦郡玄海町にある九州電力玄海原子力発電所
を見学しました。
　施設見学の申込み手続きの厳しさと所内に入るための厳
格なセキュリティーに戸惑いがありましたが、九電の職員
の方の「考えられる全てのリスクに対応する」ための対応
策との説明を聞き、また、ビデオを見せられて、参加した
皆さんが納得しました。
　見学を通して貴重な体験ができました。

茅乃舎と藍染絣工房見学旅行
開催日：平成30年11月9日(金)
　料理用の｢だし｣で全国展開されている｢茅乃舎｣
と久留米絣｢山村健の藍染絣工房｢を見学しまし
た。最高の紅葉を眺めながらのバス旅行と五感で
楽しむ研修が出来ました。久留米絣の出来る行程
は、参加者は興味津々で話しを聞いていました。
　阿蘇法人会の福永光洋女性部会長にお世話に
なりました。

開催日：平成30年8月17日(金)
　社会福利法人リデルライト
ホームの小笠原 嘉祐理事長を講
師に迎え講演会を開催しました。
　避けては通れない高齢化に向
け、少しでも自分に役立つ知識
を得たいと多くの方が参加され
ました。

献血にご協力をお願いします！詳細は同封のチラシにて！ 藍染絣工房の山村さん

講師の松本恵子先生

講師の小笠原嘉祐氏

講師の藪田さん
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